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0.9~1.0
目標

1.0~2.0

経営計画の取組みを着実に実行することで、資本コスト（8％程度）を上回る「ROEの向上」と

「継続的・将来的な成長期待によるPERの向上」を実現し、中期的には経営計画で掲げているROE10％以上を達成する

期待成長
率の向上

非財務価
値の向上

投資家との
対話強化

サステナビリティ
への取組

PERの向上

業種平均のPER（15～16倍）

⚫ 経営戦略・目標の理解度・信頼度の向上

⚫ 財務・非財務価値のコミュニケーション強化

⚫ 投資家層の拡大（投資単位の引き下げ検討等）

⚫ サステナブルソリューション開発・強化

⚫ 人財力の向上

⚫ 顧客・社会・株主・社員から選ばれる企業へ

15~16
目標

15~20

企業価値向上

PBRの向上

ROEの向上

売上収益の
拡大

利益率の向上

資本効率性の
改善

資本構成の
最適化

PER 15倍を前提としたとき

⚫ 適切な自己資本比率（事業成長に
合わせた適切な借入調達）

⚫ 株主還元の強化

⚫ 海外リージョンでの売上収益拡大

⚫ M&Aによる売上収益の獲得

⚫ 重点産業・重点顧客の成長取込

⚫ サステナブルソリューション開発・強化

⚫ 日本事業の強靭化

⚫ 低収益事業の変革・整理・入替

⚫ 各事業の競争力強化

⚫ ROICを重視した事業ポートフォリオ
マネジメントの推進

⚫ 政策保有株、低収益資産の売却・入替

6.2%
目標

10%以上

⚫ 自己資本比率 35%程度

⚫ 配当性向 40%以上

⚫ 総還元性向 55%以上

ROE 6.7% 以上 PBR 1倍超

ROE 10%  以上 PBR 1.5倍超

企業価値向上に向けた取組み

企業価値向上（PBR向上）に向けた取組み

⚫ ROIC 10%以上

（税引前事業利益）

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」

⚫ 事業利益率 5％

⚫ 売上収益 3兆円

⚫ 成長投資 3,500億円

方針・目標

達成目標
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サステナビリティ経営戦略

⚫ マテリアリティ・ソリューションの強化

⚫ 脱炭素ロジスティクス・ソリューションの
強化

⚫ DX推進によるロジスティクス・ソリュー
ションの強化

⚫ リスクに対する事業基盤の強化

⚫ ITインフラの整備とセキュリティレベル
向上

⚫ DX推進によるロジスティクスの高効率化、
高品質化、高収益化

⚫ コンプライアンスの徹底

⚫ 安全・安心の確保

⚫ 人権尊重への取組み

⚫ 優秀な人財の確保・育成

⚫ Well-beingの充実

⚫ DE&Iの推進

⚫ SCOPE１～３の削減

• 化石燃料使用に伴うCO2排出量の削減

• 電力使用量の削減、再エネ導入の拡大

• 利用運送に伴うCO2排出量の削減

• 産業廃棄物の排出削減

KPI 2023年度 2026年度 2028年度

CO2排出量の削減
（SCOPE1・2）

排出量
746千ｔ
※22年実績

▶
排出量

641千ｔ
▶

排出量

537千ｔ

CO2排出量の削減
（SCOPE3）

▶
対前同

2.5%削減
▶

対前同

2.5%削減

重要課題（マテリアリティ）は、新規および過去からの連続的な取組みや積み上げてきた無形資産をベースに、

現在および未来の企業価値向上に向けて対峙すべきテーマ

重要課題
（マテリアリティ）
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重要課題（マテリアリティ）の見直し

気候変動への取り組み

品質の向上と新価値の創造

持続可能でレジリエントな物流インフラの構築

事業のデジタル化とDXの推進

従業員のエンゲージメント向上

ガバナンスの強化（安全・安心、コンプライアンス）

サステナブル・ソリューションの開発・強化

グローバル・サプライチェーンの強靭化

イノベーションを生む人財力の向上

気候変動への対応強化

人権の尊重と責任ある企業活動の実現

過去のマテリアリティ 現在の重要課題（マテリアリティ）

「DXの推進」は、マテリアリティのあらゆる取組みに組み込むことで、諸課題の解決
を図ることが可能になる。DXをマテリアリティを推進するためのエンジンのひとつと
位置付けてすべての価値の創出を図ることとする。

新

旧

対

比

見
直
し
の
ポ
イ
ン
ト

ポイント1 事業に係る部分の強化 ポイント2 人権項目の追加 ポイント3 平易な表現への見直し

✓「サステナブル・ソリューションの
開発・強化」を設定

✓NXグループのシナジーを活性化し、
経済的価値の創出を促進

✓ 「人権の尊重」を重要課題のひとつと
して重要課題の項目に追加

✓NXグループ全体が共通理解のもと、
一体となったサステナビリティ経営を
推進

✓DXをマテリアリティ推進におけるエン
ジンのひとつとして位置付けを見直し

人権追加
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重要課題（マテリアリティ）の施策・目標
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目標設定項目重要課題(マテリアリティ)・施策

サプライチェーンの課題を解決するビジネスモデル構築

Scope1,2合計排出量

Scope3排出量の削減

537千t-CO2

顧客数／取引量の増加

NXコアエンゲージメントスコア 76pt

コンプライアンス違反による法的措置の撲滅

従業員のコンプライアンス違反の撲滅（非違行為事案）

差別・ハラスメントの撲滅（内部通報事案）

物流に係る社会安全の実現

事業活動における人権の尊重

重大リスクの低減

重大セキュリティインシデントの撲滅 発生なし

事業の改革による生産性向上効果額累計 730億円

自動化技術導入による作業時間の削減(2023年比) 218万時間削減

DX人財専門教育プログラム累計受講者数 400人

鉄道輸送総販売トン数 7,595千トン（※日本通運株式会社）

内航海運総販売トン数 2,270千トン（※日本通運株式会社）

Sea＆Rail総販売トン数 13.8千トン（※日本通運株式会社）

事業の創造による利益貢献額累計 87億円

DX人財専門教育プログラム累計受講者数 400人

重大事件発生ゼロ

サステナブル・ソリューションの開発・強化

 マテリアリティ・ソリューションの強化
 脱炭素ロジスティクス・ソリューションの強化
 DX推進によるロジスティクス・ソリューションの強化

グローバル・サプライチェーンの強靭化

 リスクに対する事業基盤の強化
 ITインフラの整備とセキュリティレベル向上
 DX推進によるロジスティクスの高効率化、高品質化、高収益化

気候変動への対応強化
 Scope1：化石燃料使用に伴うCO2排出量の削減
 Scope2：電力使用量の削減、再エネ導入の拡大
 Scope3：利用運送に伴うCO2排出量の削減、産廃の排出削減

イノベーションを生む人財力の向上
優秀な人財の確保・育成 □Well-beingの充実 □DE&Iの推進

人権の尊重と責任ある企業活動の実現

 コンプライアンスの徹底
 安全・安心の確保
 人権尊重への取り組み

2028年目標値

「総合力 ※」の向上

※「総合力」＝「多様で優秀な人財の充実」＋「一人ひとりのパフォーマンス向上」＋「インクルーシブな職場風土の醸成」
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気候変動への対応強化
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Scope1削減量

事業用トラックや
船舶のゼロエミッション技術の導入推進

再エネ電力の
導入推進

電力
◼ LED照明100%導入など省エネ施策の継続実施
◼ 日本国内拠点へのPPA等による太陽光発電設備導入
◼ 非化石証書や再生可能エネルギー証書の調達などによる再生可能エネルギー由来電力
の導入

S
c

o
p

e
2

削減対象と施策

営業用車両・フォークリフト
◼ 50年までに日本国内外において、BEV※1営業用・フォークリフトを最大限導入

事業用トラック
◼ 50年までに技術開発や市場の動向を踏まえた上で日本国内外において、 BEV・

FCV※2トラック、代替燃料等を最大限導入

船舶
◼ 50年までに技術開発や市場の動向を踏まえた上でゼロエミッション船※3を導入

車両運行効率改善
◼ 拠点統合・車両集約など車両運行効率改善等による効率改善を継続的に実施
◼ モーダルシフトや共同配送等を継続的に推進

S
c

o
p

e
1

※1：BEV：バッテリー電気自動車
※2：FCV：燃料電池車両
※3：ゼロエミッション船：水素燃料やアンモニア燃料等により、運航時のCO2排出量が実質ゼロとなる船舶
※4：ネガティブエミッション技術：過去に排出され大気中に蓄積したCO2を人為的に回収・除去する技術のこと

2013年比
▲50%

目標達成

Scope1,2
総排出量

2022 2030 2050

Scope2削減量

C
N
化 ネガティブエミッション※4の活用によるカーボンニュートラル化

◼ 10%未満の残余排出量について、ネガティブエミション技術の活用など国際的に認め
られた方法によって、カーボンニュートラル化を実現

残余排出量10%未満
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サステナビリティ経営戦略で目指すもの
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企業価値向上

重要課題（マテリアリティ）
取組推進

開示規制対応

非財務情報開示の充実、市場との対話による外部評価の向上
（イニシアティブの評価アップ、DJSI対応等）

非財務情報開示の潮流を捉え対応経営計画への連動による取組強化

【任意開示】

TCFD

【法定開示】

CSRD

SASB
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本資料のいかなる情報も、弊社株式の購入や売却等を勧誘するものではありません。
また、本資料に記載された意見や予測等は資料作成時点での弊社の判断であり、
その情報の正確性を保証するものではなく、今後、予告無しに変更されることがあります。
万一、この情報に基づいて、こうむったいかなる損害についても、
弊社及び情報提供者は一切責任を負いませんのでご承知おきください。
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